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「えこのわ」ロゴマーク 

⑫ 燃料電池自動車普及事業 

関西圏の行政機関や民間事業者で構成する「関西

FCV・インフラ整備推進連絡会議」に参加し、水素

ステーション整備状況などの情報共有を行ってい

ます。また、在阪の行政機関や民間事業者で構成す

る「大阪次世代自動車普及促進協議会」に参画し、

平成27年1月に策定した「大阪府内における水素ス

テーション整備計画」に基づき、水素ステーション

整備事業者に対する支援を行っています。平成29

年２月には、同計画を改訂し、新たな目標として、

令和７年度までの目標を府内で28か所と定め、普

及拡大に取り組んでいます。令和元年度末現在の水

素ステーション数は、府内９か所、うち市内３か所

となっています。 
 

⑬ 水素の需要拡大等に向けた取組み 

地域の特徴を活かした水素エネルギーの利活用

の拡大や水素・燃料電池関連産業振興の機運の醸成

に関する今後の方向性を示した「Ｈ2Ｏｓａｋａビ

ジョン」の推進体制として、平成28年8月に、大阪

府と連携の下、産学官が結集するプラットフォーム

となる「Ｈ2Ｏｓａｋａビジョン推進会議」を設置し、

事業者間の交流やアイデア創出を図るとともに、市

民や中小企業に幅広く情報発信をしています。 

大阪市としても、わが国有数の需要地であるとい

う地域性を生かし、新たな技術開発・実証プロジェ

クトの検討・立案に取り組んでいます。また、水素

に関する正しい知識の普及のため、大阪府や民間企

業と連携し、FCVの体験試乗イベントの開催など、

啓発活動も実施しています。 

 
⑭「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（クールチョイス：

賢い選択）」の推進 

関西広域連合と連携協力し、地球温暖化防止に資

する行動・低炭素型の製品・サービスの選択を促す

「COOL CHOICE（クールチョイス：賢い選択）」

を広く呼びかけています。 

 
⑮ フロン対策 

大阪市では自動車リサイクル法に基づき、引取業

者（使用済自動車の引取りを行う事業者）及びフロ

ン類回収業者（カーエアコンからフロン類を回収す

る事業者）の登録事務を実施しています。また、フ

ロン排出抑制法に基づいて市有施設において空調

機器等の点検や、機器の更新を行うこと等により、

使用時のフロン漏えい対策に取り組んでいます。 

 

⑯ 公共建築物等における木材利用促進 

「公共建築物等における木材の利用の促進に関

する法律」を受け、大阪市においても、木材の利用

は地球温暖化防止や資源循環型社会の形成にも貢

献するとともに、市民へのやすらぎとぬくもりのあ

る健康的で快適な空間の提供及びヒートアイラン

ド現象の抑制に有用であるため、平成 28 年 3 月に

「大阪市公共建築物等における木材利用基本方針」

を策定し、木材の利用促進に取り組んでいます。 

また、令和元年度税制改正において創設された森

林環境譲与税を活用し、保育所で使用する備品等や

小中学校の机やいすなどを国産木材で整備するな

ど、国産木材の利用促進や普及啓発等の事業を実施

しています。 

 

⑰ 事業者の環境負荷低減活動推進モデル事業

（愛称：えこのわ） 

市域の事業者による自主的な省エネ等の環境負

荷低減活動に関する、任意の報告制度を平成29 年

３月より実施するとともに、令和元年度末時点で、

2 事業者団体と連携協力に関する協定を締結して

います。 

引き続き、協定締結団体及び参加事業者の拡大を

図っています。 

 

 

 

 

 

⑱ おおさかスマートエネルギーセンター 

再生可能エネルギーの導入やエネルギーの効率

的な利用の促進を図る拠点として、大阪府とともに

「おおさかスマートエネルギーセンター」を平成

25 年4 月に設置しています。センターでは、省エ

ネ機器の導入及び住宅・建築物の省エネ化をはじめ、

創エネ・蓄エネ対策にかかる質問や相談をワンスト

ップで受けるとともに、設備導入にかかる各種支援

制度の紹介、セミナーの開催などに取り組んでいま

す。 

 

⑲ 気候変動への適応 

大阪市では、平成 29 年3 月に「大阪市地球温暖

化対策実行計画〔区域施策編〕」を改定し、暑熱対策

など、既に実施している施策のうち気候変動の影響

への適応策に関連するものを集約・整理し、同計画

に位置付けています。 

また、平成 29 年度から令和元年度においては環

境省が実施する「地域適応コンソーシアム事業＊」に

おいて熱ストレスの増大による都市生活への影響

についての調査に協力し、平成 30 年度からは気候

変動適応法に基づいて設置された気候変動適応近

畿広域協議会に構成員として参加しています。 
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２ 大阪市役所における取組み

（１）「大阪市地球温暖化対策実行計画 

〔事務事業編〕」 

大阪市では、これまでもさまざまな温室効果ガス

排出量削減の取組みを進めてきましたが、自らの事

務事業に伴う温室効果ガスの排出量が市域の温室

効果ガス排出量の約４％を占める事業者であるこ

とから一層の取組みを進めるため、2020年度を目

標年度とする「大阪市地球温暖化対策実行計画〔事

務事業編〕」に基づき、積極的に温室効果ガス排出量

の削減に取り組んでいます。 

なお、令和2年度においては、現行計画が計画期

間満了を迎えることから、「大阪市地球温暖化対策

実行計画〔区域施策編〕」の改定の方向性も踏まえ、

次期計画の策定を行う予定です。 

 

○計画の期間 

2020年度までの５年間 

〇計画の目標 

2013年度比 20.1％削減（2019年3月改定） 

○2019年度実績 

・排出削減率：2013年度比17.4％削減 

・排出量：82.7万トン-CO2 

（２）主な取組み 

2019年度は、ESCO 事業の実施や LED 照明の

導入等による公共施設の省エネ化、下水処理方式の

変更による温室効果ガスの発生量低減のほか、電気

事業者の排出係数の低下、下水消化ガス発電により

間接的に温室効果ガス排出量を減らす取組み等に

より、2013年度比17.4％の削減となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【 所属別の温室効果ガス排出量と主な取組内容 】 

 

2019年度
実績値

排出量（万ﾄﾝ-CO２）

(削減率2013年度比)

82.7
(－17.4%)

―

環境局
（大阪広域環境施設組合
含む）

50.9
(8.3%)※

○ごみ焼却量の減量化
○ごみ焼却余熱を利用したごみ発電
　※ごみ焼却量は減少したものの、温室効果ガス排出量の増加は

　　プラスチックごみの増加による

建設局
15.8

(－38.5%)

○下水処理場における省エネルギー・省CO2化

○下水処理場における水処理の方式変更
○LED照明の導入推進
○ESCO事業の実施
○消化ガス発電施設の整備

水道局
6.4

(－39.6%)
○浄水場等における省エネルギー･省CO2化

○太陽光発電、小水力発電の導入

教育委員会事務局
2.4

(－55.6%)

○学校における省エネルギー･省CO2化

○学校の適正配置・統合

○小中学校への新たな空調機器設置によるCO2排出量増加の抑制

経済戦略局
2.0

(－45.9%) ○スポーツ施設等における省エネルギー･省CO2化

福祉局
0.7

(－50.0%)
○弘済院等の施設における省エネルギー･省CO2化

○ESCO事業の実施

その他の部局
4.5

(－28.6%) ○職員による環境マネジメントの強化

区分
「大阪市地球温暖化対策実行計画〔事務事業編〕」における

各所属の主な取組

本市の事務事業
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道路、河川、下水道、公園という都市の重要

なインフラを所管している建設局は、都市活動

の利便性や安全・安心を支える一方、街の環境

問題にも大きな影響を与えており、施設の新

設・更新に当たっては、積極的に新たな技術を

採用し、環境負荷の低減に努めていきます。 

道路においては低騒音舗装やヒートアイラ

ンド対策としての保水性舗装等を進めるとと

もに、省エネルギー・省CO2のため、道路照明

灯などのLED化を積極的に進めていきます。 

河川においては、水辺整備を進めるととも

に、合流式下水道の改善対策により水質の向上

を図ります。更に、水都大阪の特色である「水

の回廊」全体の環境改善のため、大阪府や周辺

市と連携を深め、寝屋川水系全体の水質改善を

図っていきます。 

下水道においては、設備の省エネルギー化を

図るとともに、下水処理の過程で発生する汚泥

をバイオマスとして有効利用します。すでに、

汚泥処理で発生する消化ガスによる発電が順

調に稼働していますが、今後も新技術を積極的

に取り入れます。 

公園については、「大阪市みどりのまちづく

り条例」にもとづき、緑豊かでうるおいのある

良好な都市環境の形成を図ることで市民の健

康で快適な生活の確保に努めるとともに、緑化

を推進することによるヒートアイランド現象

の緩和や生物多様性への取組み、省エネルギー

効果の高い公園灯LED器具の設置など都市環

境の改善を図り、花と緑あふれる快適なまちづ

くりを進めていきます。 

建設局 Ｔop  Ｃommitment 
 

 

 

環境問題、環境教育が注目を集める中、多く

の学校を所管している教育委員会事務局とし

ては、ヒートアイランド現象の緩和や省エネル

ギー化など、環境に配慮した取組みが必要であ

ると考えております。 

ヒートアイランド現象に対しては、令和２年

度、小学校 17７校、中学校65 校（校舎増築

中や校舎補修中、壁面緑化を実施する場所が確

保できない学校を除く）において壁面緑化事業

を実施するなど、自然を活かしつつ、緩和を図

る事業を実施しています。また、増改築に併せ

て、高効率照明器具を設置・導入したり、防水

改修を行う際にも、断熱性を有する素材を使用

したりするなど、ハード整備にあたっても、よ

り一層の省エネルギー化に努めています。今後

とも、これらの事業を継続しながら、環境に配

慮した学校づくりをめざします。 

学校における環境教育では、幼児・児童・生

徒が生活環境や地球環境を構成する一員とし

て環境に対する人間の責任や役割を理解し、主

体的に環境保全活動に取り組む態度を育成す

ることが必要になります。そのために、地球環

境保全、公害の防止、生物多様性保全、循環型

社会の形成等を目的とした各校園における環

境教育の充実を支援します。 

 

教育委員会事務局 

Ｔop  Ｃommitment 


